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佐世保市立看護専門学校学則 

平成９年４月10日規則第30号 

改正 

平成14年３月１日規則第12号 

平成14年４月１日規則第43号 

平成15年１月20日規則第３号 

平成16年12月22日規則第42号 

平成19年２月６日規則第５号 

平成20年３月25日規則第10号 

平成20年９月９日規則第66号 

平成22年２月25日規則第４号 

平成25年３月29日規則第39号 

平成25年７月22日規則第61号 

平成25年10月24日規則第69号 

平成25年12月19日規則第74号 

平成26年３月31日規則第43号 

平成27年３月31日規則第46号 

平成28年３月31日規則第86号 

平成31年４月26日規則第48号 

令和２年３月31日規則第36号 

令和３年９月24日規則第82号 

令和８年４月２日規則第36号 

 

佐世保市立看護専門学校学則（平成元年規則第34号）の全部を改正する。 

 

目次 

第１章 総則（第１条～第４条） 

第２章 学年、学期及び休日（第５条・第６条） 

第３章 教育課程及び単位（第７条～第９条の２） 

第４章 修了認定及び卒業認定（第10条・第11条） 
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第５章 入学、休学、退学、復学、除籍、転学及び転入学（第12条～第21条） 

 第６章 授業料等（第22条～第24条） 

 第７章 職員及び会議（第25条～第27条） 

 第８章 賞罰（第28条・第29条） 

 第９章 健康管理（第30条） 

 第10章 届出（第31条） 

 第11章 補則（第32条） 

 附則 

第１章 総則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、佐世保市立看護専門学校条例（昭和34年条例第32号。以下「条例」という。）

第10条の規定に基づき、佐世保市立看護専門学校（以下「学校」という。）の管理運営等に関し

必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 学校は、学生に対し、保健師助産師看護師法（昭和23年法律第203号）に基づく看護師の資

格を得るに必要な知識及び技術を修得させるため、学校教育法（昭和22年法律第26号）に定める

専修学校の専門課程により、有能な看護師を養成することを目的とする。 

（名称及び位置） 

第３条 学校の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 佐世保市立看護専門学校 

位置 佐世保市平瀬町３番地１ 

（課程、学科、修業年限及び学生の定員） 

第４条 課程、学科、修業年限及び学生の定員は、次のとおりとする。 

課程 学科 修業年限 学生の定員 

看護専門課程 看護学科 ３年 １学年の定員 総定員 

80人 240人 

２ 在学期間は、５年を超えることはできない。 
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第２章 学年、学期及び休日 

 

（学年及び学科） 

第５条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる。 

２ 学期は、次の２期とする。 

前期 ４月１日から９月30日まで 

後期 10月１日から翌年３月31日まで 

（休日） 

第６条 学校の休日は、次のとおりとする。ただし、校長が必要と認めるときは、休日に授業を行

うことができる。 

(１) 土曜日及び日曜日 

(２) 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日 

(３) 季節休暇として10週間以内で校長が定めた日 

(４) 創立記念日（11月１日） 

(５) その他校長が定める休校日 

第３章 教育課程及び単位 

（教育課程） 

第７条 教育課程は、別表のとおりとする。 

（単位） 

第８条 授業科目の課程を修了した者には単位を与える。 

２ １単位の時間数は、講義及び演習については15時間から30時間、実習については30時間から45

時間とする。 

３ 校長は、既修得単位の認定をする。 

(１) 保健師助産師看護師学校養成所指定規則（昭和26年文部省・厚生省令第１号）別表３備考

２に掲げる学校等において、第７条に定める履修科目の教育内容と同一内容の科目を履修し単

位を取得した科目については、本人からの申請に基づき個々の既修の学習内容を評価し、本校

における教育内容に相当するものと認められる場合には、総取得単位数の２分の１を超えない

範囲で本校における該当科目の履修を免除し、取得単位として認定することができる。 

(２) 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年法律第30号）第40条第２項第１号の規定に該当す

る者で本校に入学した者の単位の認定については、社会福祉士及び介護福祉士法施行規則等の
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一部を改正する省令（平成20年厚生労働省令第42号）による改正前の社会福祉士介護福祉士学

校養成施設指定規則（昭和62年厚生省令第50号）別表第４に定める基礎分野又は社会福祉士介

護福祉士養成施設指定規則別表第４若しくは社会福祉士介護福祉士学校指定規則（平成20年文

部科学省・厚生労働省令第２号）別表第４に定める「人間と社会」の領域に限り本人からの申

請に基づき個々の既修の学習内容を評価し、本校における教育内容に相当するものと認められ

る場合には本校の該当科目の履修を免除し、取得単位として認定することができる。 

（修了） 

第９条 修了のためには、104単位を修得する。 

２ 各分野における修得単位数は、次のとおりとする。 

(１) 基礎分野 14単位 

(２) 専門基礎分野 22単位 

(３) 専門分野 68単位 

（成績の評価） 

第９条の２ 成績の評価は、学科試験及び実習の評価により行う。 

 

第４章 修了認定及び卒業認定 

 

（修了認定） 

第10条 修了の認定は、学科試験と実習評価をもつて行う。認定の基準等については、別に規定を

定める。 

（卒業認定） 

第11条 本校に３年以上在籍し、本校の所定の単位を履修した者については、第27条第１項第２号

に規定する運営会議を経て校長が卒業を認定する。 

２ 校長は、卒業を認定した者に対して卒業証書（様式第１号）を授与し、専門士（医療専門課程）

の称号を付与する。 

 

第５章 入学、休学、退学、復学、除籍、転学及び転入学 

 

（入学資格） 

第12条 入学することができる者は、学校教育法（昭和22年法律第26号）第90条第１項の規定に該
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当するものとする。 

（入学志願の手続） 

第13条 入学志願者は、次の書類を校長に提出しなければならない。 

(１) 入学願書（写真を貼付したもの。様式第２号） 

(２) 最終出身学校の卒業証明書又は卒業見込証明書 

(３) 最終出身学校長の調査書 

（４） その他校長が必要と認める書類 

（入学試験及び合格者の決定） 

第14条 入学試験は、推薦入学試験、社会人入学試験及び一般入学試験とする。 

２ 校長は、入学志願者に対して、筆記試験及び面接試験を行い、その結果及び前条各号の提出書

類に基づいて合格者を決定する。 

（入学手続） 

第15条 前条第２項の合格者は、保証人２人を定め、連署の上、誓約書・連帯保証人承諾書（様式

第４号）を指定された期日までに校長に提出しなければならない。 

（入学の許可） 

第16条 校長は、前条に規定する手続を終了した合格者に対して入学を許可する。 

（休学） 

第17条 学生が疾病その他特別の事由のため３ケ月以上修学できないときは、１年以内の休学をす

ることができる。 

（休学、退学の手続） 

第18条 学生が前条の規定により休学し、又は一身上の事由により退学しようとするときは、保証

人連署の上、校長にその旨を願い出なければならない。ただし、疾病による休学又は退学の場合

は医師の診断書を添えなければならない。 

２ 休学期間は、引き続き１年を超えることはできない。 

３ 休学期間は、第４条第２項に規定する在学期間及び第11条第１項に規定する卒業認定のために

在籍すべき年数に算入しない。 

４ 校長は、次の各号のいずれかに該当する学生に対して退学を命ずることができる。 

 ⑴ 第４条第２項に規定する在学期間を超えた者 

 ⑵ 授業料を３ケ月以上滞納し、かつ、督促を受けても納付しない者 

 ⑶ 第２項の休学期間を超えてなお復学しない者 
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（復学） 

第19条 休学を許可された者が復学しようとするときは、その理由を記して保証人連署の上、願い

出なければならない。ただし、疾病による休学の場合は、復学が可能であることを証する医師の

診断書を添えなければならない。 

（除籍） 

第20条 校長は、学生が死亡し、又は行方不明になつたときは、除籍することができるものとする。 

（転学及び転入学） 

第21条 転学しようとする者は、その理由を記して保証人連署の上、願い出なければならない。 

２ 転入学しようとする者は、その理由を記して学校が必要とする書類を校長に提出し、許可を得

なければならない。 

３ 校長は、欠員のある場合に限り、転入学を許可することができる。 

 

第６章 授業料等 

 

（授業料等の納付） 

第22条 授業料等の納付時期は、次のとおりとする。 

(１) 入学考査料 入学願書提出のとき 

(２) 入学金 入学のとき 

(３) 授業料 毎月10日まで 

２ 前項第３号の授業料は、毎月１日に在籍する者が当該月分を納付するものとし、授業料の月額

は、当該授業料の年額の12分の１に相当する額とする。 

（授業料等の減免） 

第23条 条例第８条に規定する特別の必要があると認めるときは、次の各号のとおりとし、当該各

号に掲げるものを減免する。 

(１) 学校の都合で月の全部を休校にしたとき 授業料 

(２) 震災、風水害、火災その他特別な事由により授業料を負担することが困難であると市長が

認めるとき 授業料 

(３) 第17条に規定する休学を許可したとき 当該学生が休学した日の属する月の翌月分から復

学した日の属する月の前月分までの授業料 

(４) 第20条に規定する除籍をしたとき 当該学生に係る未納の授業料 
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(５) 大学等における修学の支援に関する法律（令和元年法律第８号）に規定する授業料等減免

対象者として市長が認めるとき 授業料又は入学金 

２ 前項第２号の規定による授業料の減免は、学生の家庭状況、学習の評価等を考慮して行うもの

とする。 

３ 第１項第１号及び第２号の規定による減免に係る授業料の額は、授業料の年額の12分の１に相

当する額に減免すべき月数を乗じて得た額とする。 

４ 第１項第５号の規定による授業料又は入学金の減免に係る基準等については、大学等における

修学の支援に関する法律、大学等における修学の支援に関する法律施行令（令和元年政令第49号）

及び大学等における修学の支援に関する法律施行規則（令和元年文部科学省令第６号。以下「法

施行規則」という。）に定めるところによる。 

５ 授業料等の減免について、この規則に定めるもののほか必要な事項については、市長が別に定

める。 

（修学支援による減免の手続等） 

第23条の２ 法施行規則第11条第１項に規定する授業料等減免認定の申請は、授業料等減免の対象

者の認定に関する申請書（様式第５号）によるものとする。 

２ 法施行規則第11条第６項に規定する授業料等減免対象者としての認定及び授業料等減免の額等

の通知は、授業料等減免認定結果通知書（様式第６号の１又は様式第６号の２）によるものとす

る。 

３ 法施行規則第11条第８項に規定する授業料等減免対象者としての認定を行うべき者でないと認

めるときの通知は、授業料等減免認定結果通知書（様式第６号の３）によるものとする。 

４ 法施行規則第12条に規定する適格認定における学業成績の判定の結果の通知は、適格認定にお

ける学業成績の判定結果通知（様式第８号の１）によるものとする。 

５ 法施行規則第13条第１項に規定する適格認定における収入額・資産額等の判定の結果の通知は、

適格認定における収入額・資産額の判定結果通知（様式第８号の２）によるものとする。 

６ 法施行規則第13条第２項に規定する適格認定における収入額・資産額等の判定の結果の通知は、

適格認定における収入額・資産額の判定結果通知（様式第８号の３）によるものとする。 

７ 法施行規則第14条の２に規定する生計維持者の変更があったときの届出は、授業料等減免の生

計維持者の変更届（様式第９号）に、在留資格の変更又は在留期間の更新があったときの届出は、

授業料等減免の対象者の国籍・在留資格等の変更届（様式第10号）によるものとする。 

８ 法施行規則第15条第２項に規定する授業料等減免対象者としての認定の取消の通知は、授業料
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等減免の認定取消通知書（様式第11号）によるものとする。 

９ 法施行規則第15条第３項に規定する学業成績が不振である旨の警告は、適格認定における学業

成績の判定結果通知（警告）（様式第12号）によるものとする。 

10 法施行規則第18条第１項第10号に規定する授業料等減免対象者としての認定の効力の停止の申

出は、授業料等減免の支援停止申請書（様式第13号）によるものとする。 

11 法施行規則第18条第３項に規定する同項第１号に該当するときの認定の効力の停止の通知は、

授業料等減免対象者としての認定の効力の停止に関する通知（様式第14号）に、同項第２号に該

当するときの認定の効力の停止の解除の通知は、授業料等減免の停止の解除（支援の再開）申請

書（様式第15号）によるものとする。 

（授業料等の不還付） 

第24条 条例第９条に規定する市長において特別の理由があると認めるときは、次の各号に定める

場合とし、当該各号に定めるものを還付することができるものとする。 

 （１） 休学した場合 休学した日の属する月の翌月分から復学した日の属する月の前月分まで

の授業料 

 （２） 退学又は転学した場合 退学又は転学した日の属する月の翌月分以降の授業料 

 （３） 第23条の規定により授業料等が減免された場合 減免された授業料又は入学金 

 

第７章 職員及び会議 

 

（職員） 

第25条 条例第２条に規定するその他必要な職員は、事務長、教務主任、実習調整者とし、校長が

選任する。 

（職務） 

第26条 校長は、市長の命を受け学校に関する一切の教務及び事務を統轄し、所属職員を指揮監督

する。 

２ 副校長は、校長を補佐し、校長が不在のときはその職務を代行する。 

３ 事務長は、上司の命を受け、事務を掌理する。 

４ 教務主任は、上司の命を受けて教務を掌理し、所属職員を指揮監督する。 

５ 実習調整者は、学生の実習計画を作成するほか、臨地実習に係る連絡調整を行う。 

（会議） 
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第27条 学校の教育に関する事項を審議するため、次の会議を置く。 

(１) 教務会議 

(２) 運営会議 

(３) 実習指導者会議 

２ 教務会議は、校長、副校長、事務長、教務主任、専任教員その他の必要な職員で組織し、学校

の運営に関すること、学校の教育方針、教育課程に関する事項等を審議する。 

３ 運営会議は、前項の構成職員で組織し、単位認定に関する事項、卒業認定に関する事項、学科

の教授内容に関する事項、学校運営の自己評価に関する事項等を審議する。 

４ 実習指導者会議は、専任教員、実習指導者、看護師長で組織し、実習指導に関する具体的事項

について審議する。 

５ 第１項各号の会議は、学期始め、学期末その他必要に応じて校長が招集する。 

 

第８章 賞罰 

 

（表彰） 

第28条 校長は、表彰に値する行為を行つた学生を表彰することができる。 

（懲戒） 

第29条 校長は、学生が次の各号の一に該当するときは、これに対し懲戒処分として訓戒、謹慎、

停学又は退学の処分をすることができる。 

(１) 学校の学則及び諸規則に違反した者 

(２) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

(３) その他学生の本分に違反する行為があつた者 

 

第９章 健康管理 

 

第30条 校長は、学生の健康を保持するため、１年に１回以上の健康診断を行う。 

２ 学生は、疾病及びその他事故があつた場合は、直ちに校長に届け出なければならない。 

 

第10章 届出 
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（改姓等の届け） 

第31条 学生は、改姓若しくは他の身分上の異動又は住所の変更があつた場合は、速やかに届け出

なければならない。 

第11章 補則 

第32条 この学則に定めるもののほか、必要な事項は、校長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、別表の規定は、平成９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則の施行の際、現に学校に在籍している学生に対する学科課程及び授業時間数並びに看

護学内訳については、平成11年３月31日までの間はなお従前の例による。 

附 則（平成14年３月１日規則第12号） 

この規則は、平成14年３月１日から施行する。 

附 則（平成14年４月１日規則第43号） 

この規則は、平成14年４月１日から施行する。 

附 則（平成15年１月20日規則第３号） 

この規則は、平成15年４月１日から施行する。 

附 則（平成16年12月22日規則第42号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の第10条の規定は、平成16年４月１日から適用する。 

附 則（平成19年２月６日規則第５号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年３月25日規則第10号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成20年９月９日規則第66号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成21年４月１日から施行する。ただし、第23条第１項ただし書の改正規定は、

公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に学校に在籍している学生及びこの規則の施行の日以後に転入学した者

で、そのものの他の学校又は養成所における修習内容の事情等を考慮して必要があると認められ
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るものについては、この規則による改正後の第９条及び別表の規定にかかわらず、なお従前の例

による。 

附 則（平成22年２月25日規則第４号） 

この規則は、平成22年４月１日から施行し、平成18年度以降に入学した者について適用する。 

附 則（平成25年３月29日規則第39号） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年７月22日規則第61号） 

この規則は、平成25年９月１日から施行する。 

附 則（平成25年10月24日規則第69号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第３条第１項の規定にかかわらず、平成27年度及び平成28年度の学生の定員は、次の

表のとおりとする。 

年度 第１学年の定員 第２学年の定員 第３学年の定員 総定員 

平成27年度 80人 40人 40人 160人 

平成28年度 80人 80人 40人 200人 

３ 改正後の別表の規定は、平成27年度以後に入学する者に係る教育課程について適用し、平成26

年度以前に入学した者に係る教育課程については、なお従前の例による。 

附 則（平成25年12月19日規則第74号） 

この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年３月31日規則第43号） 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年３月31日規則第46号） 

この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日規則第86号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成31年４月26日規則第48号） 
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（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。（後略） 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の佐世保市の規則の様式による用紙で、現に残存

するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

附 則（令和２年３月31日規則第36号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ この規則による改正後の第22条第１項第３号に規定する授業料等の減免を受けようとする者は、

この規則の施行前においても、改正後の第22条の２第１項の規定の例により、その申請を行うこ

とができる。 

附 則（令和３年９月24日規則第82号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第８条第２項、第９条及び別表の規定は、令和４年度以後に入学する者に係る教育課

程について適用し、令和３年度以前に入学した者に係る教育課程については、なお従前の例によ

る。 

附 則（令和８年４月２日規則36号） 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の様式第１号による卒業証書については、令和８年度以後に入学する者から適用し、令

和７年度以前に入学した者については、なお従前の例による。 

附 則（令和８年５月28日規則45号） 

 （施行期日） 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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別表（第７条関係） 

教育課程 

区分 
指定規則 本校 

教育内容 単位数 科目 単位数 時間 

基礎分野 科学的思考の基盤 論理的思考 １ 30 

統計学 １ 30 

物理学 １ 30 

生物学 １ 30 

人間と生活・社会の理解 心の発達 １ 30 

カウンセリング論 １ 15 

コミュニケーション論 １ 15 

社会学 １ 30 

日本の文化 １ 15 

英語Ⅰ １ 30 

英語Ⅱ １ 30 

英語Ⅲ １ 30 

体育 １ 15 

生活と健康 １ 15 

小計 14 345 

専門基礎

分野 

人体の構造と機能 解剖学 １ 15 

体の機能と疾病Ⅰ １ 45 

体の機能と疾病Ⅱ １ 30 

体の機能と疾病Ⅲ １ 45 

体の機能と疾病Ⅳ １ 30 

体の機能と疾病Ⅴ １ 30 

体の機能と疾病Ⅵ １ 30 

生化学 １ 30 

疾病の成り立ちと回復の

促進 

微生物学 １ 30 

臨床検査 １ 15 
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病理学 １ 15 

治療論Ⅰ ２ 45 

治療論Ⅱ １ 30 

栄養学 １ 15 

食事指導 １ 15 

健康支援と社会保障制度 医療概論 １ 15 

公衆衛生学 ２ 30 

社会福祉Ⅰ １ 15 

社会福祉Ⅱ １ 15 

関係法規 １ 15 

小計 22 510 

専門分野 基礎看護学 看護学概論 １ 15 

基礎看護学方法論Ⅰ １ 15 

基礎看護学方法論Ⅱ １ 30 

基礎看護学方法論Ⅲ １ 30 

基礎看護学方法論Ⅳ １ 30 

基礎看護学方法論Ⅴ １ 30 

基礎看護学方法論Ⅵ １ 45 

基礎看護学方法論Ⅶ １ 45 

基礎看護学方法論Ⅷ １ 30 

基礎看護学方法論Ⅸ １ 30 

基礎看護学方法論Ⅹ １ 30 

地域・在宅看護論 地域の人々の暮らし １ 30 

地域・在宅看護総論 １ 15 

在宅看護方法論Ⅰ １ 15 

在宅看護方法論Ⅱ １ 15 

在宅看護方法論Ⅲ １ 15 

在宅看護方法論Ⅳ １ 30 

成人看護学 成人看護学総論 １ 30 
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成人看護学方法論Ⅰ １ 30 

成人看護学方法論Ⅱ １ 30 

成人看護学方法論Ⅲ １ 30 

成人看護学方法論Ⅳ １ 15 

成人看護学方法論Ⅴ １ 30 

成人看護学方法論Ⅵ １ 30 

老年看護学 老年看護学総論 １ 15 

老年看護学方法論Ⅰ １ 30 

老年看護学方法論Ⅱ １ 30 

老年看護学方法論Ⅲ １ 15 

小児看護学 小児看護学総論 １ 30 

小児看護学方法論Ⅰ １ 30 

小児看護学方法論Ⅱ １ 30 

小児看護学方法論Ⅲ １ 30 

母性看護学 母性看護学総論 １ 30 

母性看護学方法論Ⅰ １ 30 

母性看護学方法論Ⅱ １ 30 

母性看護学方法論Ⅲ １ 30 

精神看護学 精神看護学総論 １ 15 

精神看護学方法論Ⅰ １ 30 

精神看護学方法論Ⅱ １ 15 

精神看護学方法論Ⅲ １ 30 

看護の統合と実践 看護倫理 １ 30 

看護管理 １ 15 

医療安全 １ 15 

災害看護 １ 30 

看護技術の統合 １ 30 

小計 45 1,185 

臨地実習 基礎看護学実習Ⅰ １ 45 
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基礎看護学実習Ⅱ ３ 135 

地域実習 １ 30 

在宅看護論実習 ２ 90 

検査・治療看護実習 ２ 90 

周手術期看護実習 ２ 90 

老年看護学実習Ⅰ ２ 90 

老年看護学実習Ⅱ ２ 90 

小児看護学実習 ２ 90 

母性看護学実習 ２ 90 

精神看護学実習 ２ 90 

統合実習 ２ 90 

小計 23 1,020 

総計 104 3,060 

様式第１号（第11条関係） 
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様式第２号（第13条関係） 
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様式第４号（第15条関係） 

 

誓約書・連帯保証人承諾書 
 

記入日    年   月   日 

 

佐世保市立看護専門学校長 様 

 

○入 学 者○ 

 私は、佐世保市立看護専門学校に入学の上は、学生の本分に従って学業に精進するとともに、学則お

よび諸規則を遵守することを誓います。 

【本人記入】 

現住所 
 

氏 名 （自署） 

生年月日 
 

         

 

○連 帯 保 証 人○ 

 私たちは、上記の者に、上記誓約を堅く守らせることを誓います。 

また、私たちは、上記の者が負担すべき佐世保市立看護専門学校条例（昭和34年条例第32号）第７条

に定める授業料について請求があった場合は、極度額１，５００，０００円（年間授業料相当額３０万

円×最大在学期間５か年）を限度額として上記の者と連帯して保証することを承諾いたします。 

【連帯保証人記入】 

現住所 
 

氏 名 （自署） 

入学者との

関係 

 
生年月日      年   月   日 

電話番号 
 

 

現住所 
 

氏 名 （自署） 

入学者との

関係 

 
生年月日      年   月   日 

電話番号 
 

 

（注意事項） 

・民法の規定により、極度額（上限額）を記載しておりますが、これは連帯保証人が想定外の債務を

負うことがないよう、連帯保証人を保護することを目的としています。 
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様式第５号（第23条の２関係） 

 

授業料等減免の対象者の認定に関する申請書   
 

年  月  日   

  佐世保市長 様 
 

 私は、大学等における修学の支援に関する法律による授業料等減免の対象者としての認定を申請 
します。 
 

 申請にあたって、私は以下の事項を確認し、理解しています。 

◆ この申請書の記載事項は事実と相違ありません。なお、申請書の記載事項に事実と相違が 
 あった場合、認定を取り消され、減免を打ち切られることがあるとともに、在学する学校から 
 減免を受けた金額の支払を求められることがあることを承知しています。 

◆ 授業料等減免の対象者の認定手続きにおいて、独立行政法人日本学生支援機構（以下「機 
 構」という。）を通じ、佐世保市立看護専門学校が機構の保有する私の給付奨学金に関する情 
 報の送付を受けること、及び機構が佐世保市立看護専門学校の保有する私の授業料等減免等に 
 関する情報の送付を受けることに同意します。 
 
◆ 現在、他の学校において、大学等における修学の支援に関する法律による授業料等減免を受 
 けておらず、当該授業料等減免の対象者の認定申請中でもありません。 
 

※以下のすべての項目を申請者本人が記入してください。（＊を附した項目については、該当者の 
み記入すること。） 

 

申
請
者 

フリガナ  

入学年月 
    年  月入 
    学 氏 名  

生年月日           年      月      日生 （    歳） 

現住所 

〒     － 

      都道          市区 
      府県          町村 

所属学部・ 
学科等 佐世保市立看護専門学校 学籍番号  

学 年  

希望する認定事由 
□授業料等負担が困難 
 
□多子世帯 

過去に本制度の支援を受 
けた学校名、期間(＊) 

（学校名） （期間/月数） 
 
  年  月～   年  月／  月 

過去に本制度の入学金減免を受けたことがありますか。  ある ・ ない 

機構の給付型奨学金に関する情報 

 （いずれかの□に✔印を付け、右欄に該当する番号を記載してください。） 

  ※予約採用の採用候補者は、機構からの通知のコピーを添付すること 

 

□ 予約採用の申込を行った者 

【給付型奨学金の申込の受付番号（採用 
候補者となっていれば登録番号、給付奨 
学生となっていれば奨学生番号）】 

 

 

□ 在学(在学予約)採用の申込を行った者 

【給付型奨学金の申込の受付番号 

（給付奨学生となっていれば奨学生番号） 
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様式第６号の１（第23条の２関係） 

 

佐世保市指令 第  号       

年  月  日       

                 様 
 

佐世保市長              
 
 

 
               授業料等減免認定結果通知書 
 
 
 
  貴殿より申請のあった授業料等の減免について、対象者に認定し、下記のとおり、授業 
 料等の減免を行いますので通知します。 

 
 

記      

 

 １．認定事由及び減免区分 
   □ 授業料等負担が困難 
   □ 多子世帯 
   第○○区分 

    

 

 ２．上記減免区分が適用される期間 

          年     月 ～        年     月 

 

 ３．減免額 

   入学金        円 

   授業料        円（    年   月分～    年   月分） 

 

 ４．減免後の納付額 

   入学金        円 

   授業料        円（    年   月分～    年   月分） 

  ※ 月 日までに     円を納付してください。 

 

 

 

 （参考） 

 減免前の金額 減免後の金額 

入学金   

授業料 
（  年 月～  年 月） 

  

 

 

 ※本通知は、重要な書類ですので、大切に保管してください。 
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様式第６号の２（第23条の２関係） 

 

佐世保市指令 第  号     

年 月 日     

           様 
 

佐世保市長               
 
 
             授業料等減免認定結果通知書 
 

 

 貴殿より申請のあった授業料等の減免について、対象者に認定し、下記のとおり、授業料 
等の減免を行いますので通知します。 

 
記     

 
１．認定事由及び減免区分 
  □ 授業料等負担が困難 
  □ 多子世帯 
  第○○区分 
  
２．上記減免区分が適用される期間 

        年   月 ～          年   月 

 ※  年  月から  年  月までの間、減免区分は３カ月毎に判定し、それ以降は１年 
  毎に判定します。   年  月以降は、毎年１０月から新たな減免区分になります。 
  新たな減免区分については、判定の都度、通知します。 

 

３．減免額 

  上記期間における１カ月当たりの授業料減免額           円 

  入学金減免額                         円 
 
４．減免後の納付額 
 
 入学金について、減免後の納付額は    円となります。 月 日までに、   円を 
納付してください。 
 
   年  月分～   年  月分の授業料の減免後納付額や納付先等については、 年 
月頃に別途通知します。 
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様式第６号の３（第23条の２関係） 
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様式第８号の１（第23条の２関係） 
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様式第８号の２（第23条の２関係） 

 

佐世保市指令 第   号       

年  月  日       

 

             様 
 
 

佐世保市長               
 
 

           適格認定における収入額・資産額の判定結果通知 
 

 

  大学等における修学の支援に関する法律施行規則第１３条第１項に基づき、適格認定にお 
 ける収入額・資産額等の判定を行った結果、下記のとおり判定されましたので通知します。 

 

記       

 

１．認定事由及び減免区分 
  □ 授業料等負担が困難 
  □ 多子世帯 
  第○○区分 

   
２．上記減免区分が適用される期間 

       年  月 ～     年  月 

 

３．減免額 

  入学金         円 

  授業料         円（    年    月分～    年    月分） 

 

４．減免後の納付額 

  入学金         円 

  授業料         円（    年    月分～    年    月分） 

 ※ 月 日までに     円を納付してください。 

 

 

（参考） 
従前（  年 月～  年 月）の減免区分【第  区分】 

 減免前の金額 減免後の金額 

入学金   

授業料 
（  年 月～  年 月） 

  

 

 新たな減免区分（  年 月～  年 月）【第 区分】 

 減免前の金額 減免後の金額 

授業料 
（   年 月～   年 月） 

  

 

※本通知は、重要な書類ですので、大切に保管してください。 
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様式第８号の３（第23条の２関係） 

 

佐世保市指令 第  号      
年 月 日      

           様 
 

佐世保市長             
 
 
 
 

          適格認定における収入額･資産額の判定結果通知 
 
 
 
 大学等における修学の支援に関する法律施行規則第１３条第２項に基づき、適格認定にお 
ける収入額･資産額等の判定を行った結果、下記のとおり判定されましたので通知します。 

 

記     
 
１．認定事由及び減免区分 
  □ 授業料等負担が困難 
  □ 多子世帯 
  第○○区分 
  

２．上記減免区分が適用される期間 
       年   月 ～         年     月 

※  年 月から  年 月までの間、減免区分は３カ月毎に判定し、それ以降は 
 １年毎に判定します。  年 月以降は、毎年１０月から新たな減免区分になります。 
 新たな減免区分については、判定の都度、通知します。 

 

３．減免額 
  上記期間における１カ月当たりの授業料減免額            円 
 

４．減免後の納付額 

    年 月分～  年 月分の授業料の減免後納付額や納付先等については、 
    年 月頃に別途通知します。 
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様式第９号（第23条の２関係） 
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様式第10号（第23条の２関係） 
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様式第11号（第23条の２関係） 
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様式第12号（第23条の２関係） 
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様式第13号（第23条の２関係） 
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様式第14号（第23条の２関係） 
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様式第15号（第23条の２関係） 

 


